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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 13,870 4.1 100 ― 199 ― 66 ―

22年3月期第2四半期 13,329 ― △22 ― △4 ― 3 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 5.80 ―

22年3月期第2四半期 0.35 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 17,101 8,546 49.6 736.55
22年3月期 17,009 8,652 50.3 742.56

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  8,484百万円 22年3月期  8,554百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― 7.50 7.50

23年3月期 ― ―

23年3月期 
（予想）

― 7.50 7.50

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 31,600 1.3 518 1.2 600 7.9 350 13.8 30.38

 



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務諸表
に対する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載されている予想数値は現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、不確定な要素が含まれております。実際の業績等は、今後の
様々な要因によって予想と異なる場合があります。 
なお、業績予想に関する事項は、添付資料P.3「1.当四半期の連結業績等に関する定性的情報」（3）連結業績予想に関する定性的情報をご参照ください。 

4.  その他 （詳細は、添付資料P.4「2.その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q  11,800,000株 22年3月期  11,800,000株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  281,381株 22年3月期  279,842株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q  11,519,523株 22年3月期2Q  11,520,158株
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１.当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

（1）連結経営成績に関する定性的情報 

当第 2四半期連結累計期間におけるわが国の経済状況は、アジア諸国を中心とした海外経済の改善や各種景気刺激

策等を背景に、企業収益が改善するとともに民間設備投資も持ち直してまいりました。また、経済対策効果による消

費者マインドの改善に伴い、個人消費が持ち直すなど、緩やかな回復基調が続いておりますが、海外景気の下振れ懸

念、株価の変動や急速な円高の進行、デフレの継続など再び景気を下押しさせるリスクが強まっております。また、

失業率は依然として高水準で推移しており、雇用情勢についても悪化懸念が残っているなど先行きは不透明な状況が

続いております。 

このような経済環境のもと当社グループにおきましては、主要取引先である東京ガス株式会社の設備投資計画によ

る受注が若干減少いたしましたが、不動産・建設業界における在庫調整も進み、新設住宅着工戸数の持ち直しの兆し

がみられる中、ガス設備新設工事および空調工事が好調だったことに加え、東京電力株式会社の設備投資計画による

受注も堅調に推移いたしました。この結果、当第 2四半期連結累計期間における業績は、売上高は 13,870 百万円（前

年同四半期比 4.1%増）となり、利益面につきましては、売上高の増加に伴う利益増に加え、退職給付制度の改定によ

る費用の減少等により、営業利益 100 百万円（前年同四半期は 22 百万円の営業損失）、経常利益 199 百万円（前年同

四半期は 4 百万円の経常損失）となりました。しかしながら、退職給付制度改定損 62 百万円、資産除去債務に関す

る会計基準の適用に伴い 23 百万円を特別損失に計上したことにより、四半期純利益 66 百万円（前年同四半期は四半

期純利益 3百万円）となりました。 

 

セグメントの状況は次のとおりであります。 

ガス工事事業 

  東京ガス株式会社の設備投資計画による受注は比較的堅調であったものの、例年に比べ若干減少したことに加え、

工期が第 2四半期以降の物件も増加いたしました。一方で、他のガス事業者からの受注が増加し、ガス設備新設工事

および空調工事は好調に推移いたしました。この結果、売上高は 10,965 百万円、経常利益 291 百万円となりました。 

 

建築・土木工事事業 

東京電力株式会社からの発注に伴う管路埋設工事やケーブル関連保守工事の受注が堅調に推移したことに加え、ゴ

ルフ場等のイリゲーション工事（緑化散水設備工事）の受注も順調に推移いたしました。しかしながら、工場施設関

連の営繕工事は前期よりの繰越工事が少なかったことに加え、受注はほぼ前年並みで推移したものの、当四半期にお

いて完成に至りませんでした。この結果、売上高は 1,614 百万円、経常損失 0百万円となりました。 

 

その他事業 

エネリア静岡東においては、オール電化住宅が普及拡大傾向にあるなか、一般ガス機器販売は微減で推移したもの

の、リフォーム工事が大きく減少したほか、東京ガスライフバル西むさしにおいても、最重要戦略機種としているエ

ネファームの成約は順調に推移したものの、当四半期で完成に至らなかったことに加え、単品の機器販売においても

マンションオーナー営業、学校等公共建物営業における大規模物件の成約が低迷いたしました。この結果、売上高

1,266 百万円、経常損失は 96 百万円となりました。 
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（2）連結財政状態に関する定性的情報 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

当第 2 四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末の 17,009 百万円に比べて、0.5％増加し、17,101

百万円となりました。これは、完成工事未収入金が 1,986 百万円減少したものの、現金及び預金が 969 百万円、未

成工事支出金が 993 百万円増加したことに加え、その他資産・負債に仮払・仮受消費税を両建表示していることに

より 549 百万円増加していることなどが主な要因であります。 

負債合計は、前連結会計年度末の 8,356 百万に比べて、2.4％増加し、8,554 百万円となりました。これは、工事

未払金が 1,106 百万円減少したものの、未成工事受入金が 593 百万円増加したことに加え、その他資産・負債に仮

払・仮受消費税を両建表示していることにより 697 百万円増加していることなどが主な要因であります。 

純資産合計は、前連結会計年度末の 8,652 百万円に比べて 1.2％減少し、8,546 百万円となりました。これは配

当金の支払で 86 百万円減少し、投資有価証券の時価の下落により評価・換算差額等が 50 百万円減少したことなど

が主な要因であります。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当第 2 四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下｢資金｣という）は前連結会計年度末と比べ 869

百万円増加し 4,447 百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第 2四半期連結累計期間の営業活動による資金は、835 百万円の収入（前年同期は 53 百万円の支出）となりま

した。主なプラス要因は、税金等調整前四半期純利益が 140 百万円となり、売上債権の減少 2,253 百万円、未成工

事受入金の増加 593 百万円などであり、主なマイナス要因は、未成工事支出金の増加 993 百万円、仕入債務の減少

1,175 百万円などによるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第 2 四半期連結累計期間の投資活動による資金は、122 百万円の収入（前年同期は 253 百万円の収入）となり

ました。主なプラス要因は、定期預金の払戻による収入 100 百万円などであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第 2 四半期連結累計期間の財務活動による資金は、87 百万円の支出（前年同期は 85 百万円の支出）となりま

した。これは主に、配当金の支払いによる支出であります。 

 

（3）連結業績予想に関する定性的情報 

平成 23 年 3 月期の連結業績予想につきましては、建設業界の動向等、今後の景気見通しは引き続き予断を許さ

ない状況にあるため、平成 22 年 5 月 20 日付の｢平成 22 年 3 月期 決算短信｣で発表いたしました連結業績予想に

変更はありません。 
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２.その他の情報 

(1)重要な子会社の異動の概要（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

 

(2)簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第2四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

 

②法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっ

ております。 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。 

 

(3)会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

  当第 1四半期連結会計期間より｢資産除去債務に関する会計基準｣（企業会計基準第 18 号 平成 20 年 3月 31 日）

及び｢資産除去債務に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年 3 月 31 日）を適用

しております。 

  これによる営業利益及び経常利益への影響は軽微であり、税金等調整前四半期純利益は 23 百万円減少しており

ます。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 36 百万円であります。 

②｢連結財務諸表に関する会計基準｣（企業会計基準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日）に基づく｢財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令｣（平成 21 年 3 月 24 日 内閣府令第 5 号）の適用に

伴い、当第 1 四半期連結累計期間では、｢少数株主損益調整前四半期純利益｣の科目を表示しております。 
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（4）継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

（5）セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第 2四半期連結累計期間（自 平成 21 年 4月 1日  至 平成 21 年 9月 30 日） 

 ガス工事 

事業 

（千円） 

建築・土木

工事事業 

（千円） 

その他事業

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

売上高 

（1） 外部顧客に対する売

上高 

（2） セグメント間の内部

売上高又は振替高 

 

10,509,617 

 

― 

1,489,782

 

―

1,330,540

 

13,181

 

13,329,941 

 

13,181 

 

―  

 

(13,181) 

13,329,941

 

―

計 10,509,617 1,489,782 1,343,721 13,343,122 (13,181) 13,329,941

営業利益（又は営業損失） 456,167 △24,368 △6,884 424,915 (447,633) △22,718

 

（注）1.事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   2.各事業の内容 

   （1）ガス工事事業 … ガス導管工事、ガス設備工事、暖冷房給湯・空調設備工事 

   （2）建築・土木工事事業 … 給排水衛生設備工事、電設工事、イリゲーション工事、一般土木工事 

   （3）その他事業 … ガス機器の販売・取付・修理、ガス開閉栓業務、ガス設備の安全点検 

 

【所在地別セグメント情報】 

前第 2四半期連結累計期間（自 平成 21 年 4月 1日  至 平成 21 年 9月 30 日） 

在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

前第 2四半期連結累計期間（自 平成 21 年 4月 1日  至 平成 21 年 9月 30 日） 

海外売上高がないため、記載を省略しております。 

 

 

【セグメント情報】 

（追加情報） 

  当第 1 四半期連結会計期間より｢セグメント情報等の開示に関する会計基準｣（企業会計基準第 17 号 平

成 21 年 3月 27 日）及び｢セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第

20 号 平成 20 年 3月 21 日）を適用しております。 
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1. 報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。 

  当社グループは工事種類別に「ガス工事事業」「建築・土木工事事業」「その他事業」の 3事業を報告セグ

メントとしております。 

 

  各報告セグメントの内容は以下のとおりであります。 

 

  ガス工事事業･････････ガス導管工事（本支管埋設工事・支管埋設工事）、ガス設備工事（屋内配管工事）、

暖冷房給湯、空調設備工事を行っております。 

  建築・土木工事事業･･･給排水衛生設備工事、空気調和設備工事、リノベーション工事（雑排水管ライニ

ング工事を含めた改修工事）、電気管路洞道埋設工事、上下水道工事、イリゲ

ーション工事（緑化散水設備工事）、一般土木工事を行っております。 

  その他事業･･･････････ガス機器の販売・取付・修理、ガス設備の安全点検・ガス料金の検針、収納業務・

ガスメーターの開閉栓業務を行っております。 

 

2．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 

当第 2四半期連結累計期間（自 平成 22 年 4月 1日  至 平成 22 年 9月 30 日） 

 ガス工事 

事業 

（千円） 

建築・土木

工事事業 

（千円） 

その他事業

（千円） 

計 

（千円） 

調整額 

（注 1） 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注 2） 

売上高 

（3） 外部顧客に対する売

上高 

（4） セグメント間の内部

売上高又は振替高 

 

10,965,446 

 

― 

1,614,529

 

―

1,258,464

 

8,217

 

13,838,440 

 

8,217 

 

  31,653 

 

 △8,217 

13,870,094

 

―

計 10,965,446 1,614,529 1,266,682 13,846,658 23,435 13,870,094

セグメント利益又は損失（△） 291,377 △406 △96,781 194,189 5,231 199,420

（注）1.調整額は、以下のとおりであります。 

   （1）外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額 31 百万円であります。 

   （2）セグメント利益又は損失（△）の調整額 5百万円は、各セグメントに配分していない全社費用等△12

百万円、その他利益 19 百万円、その他調整額△1百万円であります。 

   2.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 
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  3.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   該当事項はありません。 

 

（6）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

   該当事項はありません。 

 

４.補足情報 

 1.退職給付引当金 

   当社は、平成 22 年 4 月 1 日で適格退職年金制度を廃止し、退職給付制度の一部を確定拠出年金へ移行  

いたしました。 

これにより、当社は｢退職給付制度間の移行等に関する会計処理｣（企業会計基準適用指針第 1号 平成

14 年 1 月 31 日）を適用し、確定拠出年金制度等への移行部分について退職給付制度の一部終了を行って

おります。 

これに伴い、特別損失として 62 百万円を計上しております。 
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